
北海道告示第 11759号 

 平成 10 年北海道告示第 500 号（北海道補助金交付規則に定める申請書等の様式（保健福祉部））の一部を

次のように改正する。 

 

令和７年 12月 12日 

北海道知事 鈴木 直道 

  

保福第 234号様式、保福第 235号様式、保福第 265号様式及び保福第 266号様式を次のように改めるとと

もに、保福第 267号様式、保福第 268号様式及び保福第 269号様式を廃止する。 

  



保福第234号様式

１　ドクターヘリ導入促進事業計画書

（１）実施主体

実施主体（都道府
県、広域連合又は救
命救急センター）

（２）基地病院現況

基地病院名

所在地

ヘリポートの場所

上記ヘリポートから
病院施設までの

距離と時間

距離（ｍ）
※10ｍ単位で記

入

時間（秒）
※30秒単位で記

入
ヘリポートに離着陸
用照明機器の設置の

格納庫の有無 有無 場所

（３）ドクターヘリ概況

運航会社名

運航時間
※24時間制で記入

～

運航範囲

医　師 看護師

操縦士 整備士

その他（　　　）

機体の機種

機体の常設機器等

機体の定員（人）

位置情報把握システ
ムの有無

出勤体制（人）
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前年度の
年間飛行時間

※年度途中に導入した場合
は、１年間に換算して入力

すること

時間 分

時間 分

当該時間を
見込んだ理由

（４）事業実施内容

会議名

委員構成

開催回数（回）

本年度の
年間飛行時間(見込

み)

※本年度が導入初年度の場
合において記入すること
※年度途中に導入する場合
は、１年間に換算して入力

すること

(注）委員構成は、職種と人数を記入すること。

（注）事業実施の体制図を添付すること。

（５）ドクターヘリ運航調整委員会

※飛行時間は、以下の①出動時間、②空輸時間、③訓練時間を対象とし、出動から帰投までの
間にドクターヘリが中空にいる総時間とする。

①出動時間
　・現場出動
　・施設間搬送
　・出動後のキャンセル

②空輸時間
　・給油（待機場所～給油場所の空輸）
　・夜間駐機（待機場所～夜間駐機場所の空輸）
　・2基地体制（2基地体制のため発生する移動）
　・他機飛来時（待機場所に他機が飛来した際の移動・ホバリング待機等）
　・機体入替（耐空検査や機材繰りに伴う機体入替）
　・不具合代替（機体不具合時の代替機投入、不具合機の現場離脱（MEL適用等））
　・悪天避難（強風や荒天による機体避難）

③訓練時間
　・操縦士訓練（操縦士の経験付け、技量維持の飛行）
　・試験飛行（現場配置機の整備後試験飛行、医療機器等の搭載可否確認のための電磁干渉試
験）
　・想定訓練（患者搬送を想定して行われる訓練（シミュレーション））

※ドクターヘリ運航経費の基準額は、「位置情報把握システムの有無」及び「前年度の年間飛
行時間（導入初年度の場合又は本年度の飛行時間が前年度の飛行時間を上回ることが見込まれ
る場合においては本年度の年間飛行時間(見込み)）」に基づき決定される。
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２　ドクターヘリ導入促進事業所要額明細書

（１）支出 0
区分 支出額 算出内訳 基準額 選定額

（ドクターヘリ運航経費）
円 円 円

1機当たり
#VALUE!

ヘリコプター賃借料
操縦士等拘束料 運営月数
燃料費
保守料
災害補償費（航空保険料）

小計 0 0
（搭乗医師・看護師確保経費） 運営月数

職員基本給 0
職員諸手当
非常勤職員手当
社会保険料

小計 0 0
（運航連絡調整員確保経費） 運営月数

職員諸手当（非常勤） 0
非常勤職員手当
社会保険料（非常勤）
委託費（上記経費に該当するもの）

小計 0 0
（ドクターヘリ運航調整委員会経費）

諸謝金（委員謝金）
旅費
消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
借料及び損料（会場借料）
会議費

小計 0 0
（ドクターヘリレジストリ構築経費）

職員諸手当（非常勤）
非常勤職員手当
社会保険料（非常勤）
委託費（上記経費に該当するもの）

小計 0 0
対 象 経 費 合 計 0 0 0

（対象外経費）
○○○
○○○

対 象 経 費 外 合 計 0
総事業費 0

（注）「算出内訳」欄は、詳細に記入すること。

（２）収入
区分 収入額　 算出内訳

円
診療収入（※）
寄付金その他の収入

合計 0
※救急搬送診療料、初診料、再診料、外来診療料、往診料、新生児加算、乳幼児加算長時間加算を計上するこ
と
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保福第235号様式

１　ドクターヘリ導入促進事業実績報告書

（１）基地病院現況

距離（ｍ）
※10ｍ単位で記入

時間（秒）
※30秒単位で記入

有無 場所

回 日

重症患者数 中等症患者数 軽症患者数 合計

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人

10㎞未満 10㎞以上～20㎞未満 20㎞以上～30㎞未満 30㎞以上～40㎞未満

現場搬送 人 人 人 人

病院間搬送 人 人 人 人

10㎞未満 10㎞以上～20㎞未満 20㎞以上～30㎞未満 30㎞以上～40㎞未満

現場搬送 人 人 人 人

病院間搬送 人 人 人 人

※ドクターヘリによる搬送患者について記入すること。

（３）ドクターヘリ概況

～

医　師 看護師

操縦士 整備士

その他（　　　）

時間 分

（４）事業実施内容

基地病院名

所在地

ヘリポートの場所

上記ヘリポートから
病院施設までの

距離と時間

ヘリポートに離着陸用照明機器の設置の有無

※飛行時間は、以下の①出動時間、②空輸時間、③訓練時間を対象とし、出動から帰投までの間にドクターヘリが中空にいる総時間とする。

①出動時間
　・現場出動
　・施設間搬送
　・出動後のキャンセル

②空輸時間
　・給油（待機場所～給油場所の空輸）
　・夜間駐機（待機場所～夜間駐機場所の空輸）
　・2基地体制（2基地体制のため発生する移動）
　・他機飛来時（待機場所に他機が飛来した際の移動・ホバリング待機等）
　・機体入替（耐空検査や機材繰りに伴う機体入替）
　・不具合代替（機体不具合時の代替機投入、不具合機の現場離脱（MEL適用等））
　・悪天避難（強風や荒天による機体避難）

③訓練時間
　・操縦士訓練（操縦士の経験付け、技量維持の飛行）
　・試験飛行（現場配置機の整備後試験飛行、医療機器等の搭載可否確認のための電磁干渉試験）
　・想定訓練（患者搬送を想定して行われる訓練（シミュレーション））

※ドクターヘリ運航経費の基準額は、「位置情報把握システムの有無」及び「前年度の年間飛行時間（導入初年度の場合又は本年度の飛行時間が前年度の飛行時間
を上回ることが見込まれる場合においては本年度の年間飛行時間(見込み)）」に基づき決定される。

会議名

委員構成

開催回数（回）

(注）委員構成は、職種と人数を記入すること。

（注）事業実施の体制図を添付すること。

（５）ドクターヘリ運航調整委員会

格納庫の有無

（２）患者受入実績

フライト数 フライト可能日数

現場搬送

病院間搬送

合    計

一日平均患者数 平均在院日数

距
離
別
患
者
数

運航会社名

運航時間
※24時間制で記入

運航範囲

出勤体制（人）

機体の機種

機体の常設機器等

位置情報把握システムの有無

機体の定員（人）

前年度における
年間飛行時間

※年度途中に導入した場合は、１年間に換算して入力す
ること
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２　ドクターヘリ導入促進事業所要額明細書

（１）支出 0
区分 支出額 算出内訳 基準額 選定額

（ドクターヘリ運航経費）
円 円 円

1機当たり
#VALUE!

ヘリコプター賃借料
操縦士等拘束料 運営月数
燃料費
保守料
災害補償費（航空保険料）

小計 0 0
（搭乗医師・看護師確保経費） 運営月数

職員基本給 0
職員諸手当
非常勤職員手当
社会保険料

小計 0 0
（運航連絡調整員確保経費） 運営月数

職員諸手当（非常勤） 0
非常勤職員手当
社会保険料（非常勤）
委託費（上記経費に該当するもの）

小計 0 0
（ドクターヘリ運航調整委員会経費）

諸謝金（委員謝金）
旅費
消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
借料及び損料（会場借料）
会議費

小計 0 0
（ドクターヘリレジストリ構築経費）

職員諸手当（非常勤）
非常勤職員手当
社会保険料（非常勤）
委託費（上記経費に該当するもの）

小計 0 0
対 象 経 費 合 計 0 0 0

（対象外経費）
○○○
○○○

対 象 経 費 外 合 計 0
総事業費 0

（注）「算出内訳」欄は、詳細に記入すること。

（２）収入
区分 収入額　 算出内訳

円
診療収入（※）
寄付金その他の収入

合計 0
※救急搬送診療料、初診料、再診料、外来診療料、往診料、新生児加算、乳幼児加算長時間加算を計上するこ
と
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保福第２６５号様式

（元号）

国 道
市町
村

その
他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１　親子再統合（親子関係再構築）支援事業

２　こどもの権利擁護環境整備事業

３　社会的養護自立支援拠点事業

４　妊産婦等生活援助事業

合計

注   １　この様式は、子育て支援対策事業の実施に必要な経費に係る補助金の交付を申請する場合に使用すること。

　　　２　事業者に対し市町村が補助することにより実施する事業として申請する場合、「総事業費」（②）欄及び「対象経費の実支出予定額」（③）欄には、市町村の補助事業における総事業費及び対象経費の実支出予定額を記載すること。

　　　３　「負担割合」欄について、負担がない区分には「－」を記入すること。

　　　４　「選定額２×負担割合（国＋道＋市町村）⑨」欄は、千円未満切り捨てで記入すること。

　　　５　市町村以外の者が申請する場合については、「市町村補助額」（⑩）欄には「－」を記入すること。

　　年度　子育て支援対策事業費補助金交付申請額算出調書

申請者名（市町村、事業者等）

区　　　　　分

か所（事
業）数

総事業費
対象経費の

実支出予定額
寄附金その他の収入

額
差引額

（②－④）

選定額１
（③と⑤を比較して少

ない方の額）

要補助額
（⑪÷負担割合（国＋
道＋市町村）×負担

割合（国＋道））

補助金交付申請額 備考補助基準額
選定額２

（⑥と⑦を比較して低
い方の額）

負担割合

選定額２×負担割合
（国＋道＋市町村）

市町村補助額
（市町村実支出額）

補助基本額
（⑨と⑩を比較して少

ない方の額）



 

保福第２６６号様式

（元号） 　　年度　子育て支援対策事業費補助金精算書

国 道
市
町
村

そ
の
他

支払
済額

支払
未済額

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１　親子再統合（親子関係再構築）支援事業

２　こどもの権利擁護環境整備事業

３　社会的養護自立支援拠点事業

４　妊産婦等生活援助事業

合計

注   １　この様式は、子育て支援対策事業の実施に必要な経費に係る補助金の実績報告をする場合に使用すること。

　　　２　「計画」欄には、区分毎に申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記入すること。

　　　３　事業者に対し市町村が補助することにより実施する事業として申請する場合、「総事業費」（②、⑭）欄及び「対象経費の実支出予定額」（③、⑮）欄には、市町村の補助事業における総事業費及び対象経費の実支出予定額を記載すること。

　　　４　「負担割合」欄について、負担がない区分には「－」を記入すること。

　　　５　「選定額２×負担割合（基金＋道＋市町村）⑨」及び「選定額４×負担割合（基金＋道＋市町村）㉑」の欄は、千円未満切り捨てで記入すること。

　　　６　市町村以外の者が申請する場合については、「市町村補助額」（⑩及び㉒）欄には「－」を記入すること。

　　　７　「補助金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には、区分毎に当初の交付決定の年月日、番号を記入し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記入すること。

　　　８　「補助事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、区分毎に間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接補助事業者等に交付する補助金の支払済額を記入すること。

申請者名（市町村、事業者等）

計　　画 実　　施 補助金の交付の決定

補助金
精算額

補助事業に係る経費
の債務確定額

不用額
（㉕－㉖）

備考

選定額１
（③と⑤を
比較して
少ない方

の額）区　　　　　分

か所
（事

業）数
総事業費

対象経費
の実支出
予定額

寄附金
その他
の収入

額

差引額
（②－④）

補助基準
額

選定額２
（⑥と⑦を
比較して
低い方の

額）

負担割合

選定額２
×負担割
合（国＋道
＋市町村）

市町村補
助額

（市町村実
支出額）

補助基本
額

（⑨と⑩を
比較して
少ない方

の額）

要補助額
（⑪÷負担
割合（国＋
道＋市町
村）×負担
割合（国＋

道））

か所
（事

業）数
総事業費

対象経費
の実支出
予定額

寄附金
その他
の収入

額

差引額
（⑭－⑯）

要補助額
（㉓÷負担割
合（国＋道＋
市町村）×負
担割合（国＋

道））

年月日
番号

金額

選定額３
（⑮と⑰を
比較して
少ない方

の額）

補助基準
額

選定額４
（⑱と⑲を
比較して
低い方の

額）

選定額４
×負担割
合（国＋道
＋市町村）

市町村補
助額

（市町村実
支出額）

補助基本
額

（㉑と㉒を
比較して
少ない方

の額）


